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要旨：鉄筋コンクリート円形断面部材のせん断終局耐力を直接求めるための算定式を提案し

た。本提案算定式は，円形断面部材のせん断破壊面における力の釣り合い条件に基づいて誘

導されており，円形断面を正方形または長方形断面に置換することなく，部材のせん断耐力

を直接算定することができる。また，既往の円形断面部材のせん断耐力に関するデータを収

集し，本提案式の精度について検証した結果，本算定式は鉄筋コンクリート円形断面部材の

せん断終局耐力を精度よく評価できることが明らかになった。 

キーワード：円形断面部材，終局せん断耐力，Mohr-Coulomb 型破壊条件 

 

1. はじめに 

 鉄筋コンクリート円形断面部材は土木・建築

構造物によく用いられているものの，部材の終

局曲げ耐力およびせん断耐力については，現行

の設計指針または計算規準には直接計算するた

めの設計式は提示されておらず，いずれも円形

断面を正方形断面または長方形断面に置き換え

てから，長方形断面用の曲げおよびせん断耐力

式を準用するという間接算定法によって推定す

ることになっている 1,2)。 

平成 12 年の建築基準法の改正に伴い，鉄筋コ

ンクリート構造の耐震設計は性能基盤型設計法

に移行しつつあるなか，部材の性能設計を行う

際に，部材の断面詳細，横補強筋比，主筋比，

せん断スパン比などが部材の性能への直接な影

響を反映できる設計式は必要不可欠となる。既

往の「断面置換法」による円形断面部材の終局

耐力の間接設計法は，断面置換という近似手続

きに伴う誤差が避けがたいほか，正方形断面と

矩形断面のどちらに置換すべきかに関する明確

な規定がないことに起因する計算結果の不確定

性がしばしば指摘されていることから，必ずし

も適切な設計法であるとはいい難い。 

円形断面部材の終局耐力を直接評価するため

の算定式を開発するために，著者らはこれまで

に，円形断面圧縮域におけるコンクリートの等

価応力ブロックを開発したうえ，この等価応力

ブロックに基づく終局曲げ耐力の算定法を提案

してきた 3)。さらに，著者らは文献３で提案し

た算定法をより実設計に適した簡便な設計式に

進化させ，円形断面柱の終局Ｎ－Ｍ相関曲線式

を提案してきた 4)。 

本論は，部材のせん断破壊面における力のつ

りあい条件と Mohr-Coulomb 型破壊則に基づき，

円形断面柱の終局せん断耐力を直接評価するた

めの設計式を提案することを目的としたもので

ある。また，既往の円形断面部材の実験結果と

の比較と，従来の代表的な「断面置換法」によ

る計算結果との比較により，本提案式の妥当性

について検証した。 

 

２. 既往の円形断面試験体の概要 

提案する終局せん断耐力設計式における実験

定数の同定に用いた試験体は，文献 5～19 に示

す試験体である。計 109 体の試験体のなか，曲

げ破壊が先行したものは 45 体で，せん断破壊し

た試験体は 72 体である。各試験体の破壊形式は，

文献中に明確に記述されている場合はそれを引

用し，記述されていない場合は履歴性状やひび

割れ状況から著者らが判断した。試験体の実験 
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表－1 既往の円形試験体の実験変数と変動幅 

破壊形式 試験体数 a/D fc' 
(MPa) 

η pw  
(%) 

fyh 
(MPa) 

pg  
(%) 

fys 
(MPa) 

曲げ（曲げ
降伏先行） 

 
45 

1.0 
～ 
3.0 

23.6 
～ 

53.8 

-0.15 
～ 

0.72 

0.08 
～ 

1.80 

276 
～ 

1420 

1.43 
～ 

3.38 

339 
～ 

803 
 

せん断 
 

72 
0.8 
～ 
2.5 

22.4 
～ 

54.9 

0.0 
～ 

0.60 

0.0 
～ 

1.80 

314 
～ 

1392 

1.90 
～ 

4.57 

339 
～ 

965 
a/D＝せん断スパン比，  fc'＝コンクリートのシリンダー強度， η＝軸力比， 
pw＝横補強筋面積比，  fyh＝横補強筋の降伏点応力， 
pg＝主筋比，   fys＝主筋の降伏点応力 
 

変数の変動範囲は表－1 に記す。 

終局せん断耐力算定式の提案に先立って，終

局曲げ耐力設計式の概要と帯筋で拘束されたＲ

Ｃ部材への適応性について述べる。 

文献４によれば，円形断面柱の無次元化 N－

M 相関曲線は式(1)により与えることができる。 
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ここで，m (=M/(AgDfp))と n (=N/(Agfp))はそれ

ぞれ無次元化終局曲げ耐力と軸力比，m0 と n0

は N－M 曲線のピーク点座標，K は横補強筋に

よる拘束効果を表すパラメーター，Agは柱の全

断面積，r (=fyspg /fp)は主筋の寄与度合いを表す

ものである。これらのパラメーターは以下のよ

うに求められる。 
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ここで，ρh は帯筋の体積比（pw の 2 倍），fyh は

帯筋の降伏点応力，s は間隔，Dc は帯筋中心間

直径，fp は無拘束コンクリート強度（シリンダ

ー強度の 0.85 倍とする）である。なお，式(2)

と(3)における fyh と fp の単位は MPa である。 
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(a) 曲げ破壊先行試験体 
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(b) せん断破壊試験体 

図－１ 終局曲げ耐力の比較 

 

図－１は既往の円形断面試験体の曲げ耐力に

関する比較を示す。計算曲げ耐力は，全断面無

拘束断面(K=1.0)として得られたものとコア断

面のみ(K>1.0)として求めたもののうち大きい

ほうを取った。図－１より，式(1)による終局曲
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 げ耐力設計式は曲げ破壊先行した試験体の実験

結果を精度よく評価できることが分かる。曲げ

破壊先行した試験体の実験耐力と計算耐力の比

は平均値が 1.04 で，標準偏差が 0.097 となって

いる。一方，せん断破壊試験体については，実

験曲げ耐力と計算耐力との比は平均値が0.71と

なっている。これらのことはせん断破壊試験体

が計算曲げ耐力を発揮できなかったことと，式

(1)に示す曲げ設計式を用いれば，円形柱の破壊

形式の判定が可能であることを示唆している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－２ せん断破壊面における力の釣り合い  

３．終局せん断耐力算定式の提案  

  円形断面部材の終局せん断耐力を直接求める

ための設計式の誘導は，図－２に示す部材のせ

ん断破壊面における力の釣り合い条件から行う。

まず，せん断破壊面と水平軸のなす角度をθと，

破壊面での垂直応力とせん断応力をそれぞれ

σcf とτcf とおく。円形断面部材における主筋は通

常対称配置されていることから，断面における

圧縮鉄筋と引張鉄筋の軸力が互いに釣り合って

いると仮定すれば，水平方向と鉛直方向の力の

釣り合い条件から，式(4)と式(5)が導かれる。 

 

 

 

 

 

 

Ft 

τcf 

σcf 

N 
V 

θ 

Fc 

Ashfyh 

τcf = C+ σcf・tanφ 

σcf

τcf

ft'

B

fc' 0 

φ 

 

図－３ Mohr-Coulomb 型破壊条件 

 

一軸引張強度 ft’との比を表すものである。一般

にコンクリートの圧縮強度は引張強度の約 10

倍に相当するとされていることから，γ＝10 を

式(6)に代入すると，コンクリートの破壊条件は

次のように表される。 

( θτσπ tan
4

2
⋅+= cfcf

DN )               (4) 

( )
s

DfADV yhshcfcfu
θαθστπ tantan

4

2 ⋅
⋅+⋅−= (5) 

ここで，N は部材に作用する軸力（圧縮を正と

する），Vu は部材の終局せん断耐力，D は断面

直径，αは円形帯筋のフープ方向応力のせん断

耐力方向の成分を近似するパラメーター，Ash，

fyh と s はそれぞれ一組帯筋の断面積，降伏点応

力と軸方向間隔である。 

cfccf f στ ⋅+⋅= 423.1'158.0              (7) 

また、既往の研究 2)に倣い，式(5)におけるα

をπ/4 としたうえ，コンクリートの一軸圧縮強

度 fc’に強度低減係数νc をかけてから，式(7) を

式(4)と式 (5)に代入すれば，円形断面部材の終

局せん断耐力は次のように導くことができる。  一方，せん断破壊面でのコンクリートについ

ては図－３に示す Mohr-Coulomb 型の破壊線が

一軸圧縮応力円および引張応力円と接すると仮

定すれば， σcf とτcf の間にはＢ点を起点とする

直線式である式(6)が誘導される。 

( ) ( )

s
DfAAf

V

yhshgcc

u

⋅⋅⋅+⋅⋅⋅

⋅+
⋅++⋅−

=

4
'      

tan423.11
158.0tan1tan423.1 2

πν

θ
θηθ

      (8) 

ここで， ηは軸力比である。 

 式(8)で円形断面部材の終局せん断耐力を算

定するに当たっては，せん断破壊面の角度θお

よびコンクリート強度の低減係数νc を決めてお

cfccf f σ
γ

γ
γ

τ ⋅
−

+⋅=
2

1'
2

1             (6) 

ここで，γはコンクリートの一軸圧縮強度 fc’と 
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 く必要がある。以下これら二つのパラメーター

の決め方について述べる。  

 θの値に最も影響を及ぼす因子として軸力の

大きさと帯筋量が挙げられる。θの値は軸力と

帯筋がない場合の 45 度から軸力の圧縮方向へ

の増加に伴い大きくなっていく特徴を有するこ

とがよく知られている。しかしながら，軸力の

大きさと帯筋量がせん断破壊面角度に及ぼす影

響に関する実験データが殆ど報告されていない。

このような現状を踏まえたうえ，設計式の簡便

化を図るために，本論ではθの値として 45 度と

し、それを式(8)に代入すると， 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－４ コンクリート強度低減係数の逆算結果 
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 が得られる。 

  一方，コンクリート強度の低減係数νc を評価

するために，その実験結果を式(9)を用いて，終

局せん断耐力の実験結果より逆算して求めた。

図－４はνc の逆算結果を示す。なお，図－４に

示す実験結果はせん断破壊した試験体 72 体の

結果である。 

 

 

 

 

 

  図－４から，νc はコンクリート強度の増加に

伴い小さくなる傾向にあることは明らかである。

逆算結果について回帰分析を行った結果，式

(10)と式(11)に示す２種類の実験式が得られる。 
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図－５ コンクリート強度低減係数の比較 

 
135

'-.680 1
c

c
f

=ν        (fc’ in MPa)    (10) 
の，柱断面直径に関しては図に示すような相関

関係が得られた。本論では，図－６に示す回帰

式を式(11)と組み合わせた以下の式(12)をコン

クリート強度の低減係数νc を求めるための実験

式として提案する。 







•=

41
'-exp.900 2

c
c

fν    (fc’ in MPa)    (11) 

図－５に逆算による結果と，式(10)，式(11)

および既往の算定式である学会指針式 20)，CEB

式の比較を示す。式(10)と式(11)は既往の式より

逆算結果の平均値を概ね評価しており，実験範

囲内ではあまり差が見られないが，式(10)は圧

縮強度が 90MPa を超える高強度コンクリート

に適用できないことが分かる。従って，以下で

は式(11)により考察を行う。 







•






 −=

41
'-exp

740
4.1 c

c
fDν              (12) 

ただし，D は 600mm 以下とする。 

 

4. 提案式の妥当性の検証 

本論で提案したせん断耐力算定式の妥当性を

検証するために，本論２節で述べたせん断破壊

した試験体 72体について，式(9)と式(12)により

求めた計算結果と実験結果との比較を図－７に 

図－６に，νc の実験結果を式(11)で除したも

のと軸力比，柱断面直径との関係を示す。軸力

比に関しては明確な相関関係は見られないもの 
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 (a) 提案式 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(b)  修正荒川 Mean 式＋長方形断面置換 図－６ 強度低減係数と断面直径， 

軸力比との関係  

  

に示す。また，提案式の予測精度を見るために，

円形断面を長方形断面に置換してから，学会指

針式 20)と修正荒川 Mean 式とそれぞれ用いて得

られた計算結果と実験結果との比較も合わせて

図－７に示す。 

 

 

 

 

 

 図－７より，式(9)と式(12)により得られた計

算値は，既往の研究 2)で望ましい算定法とされ

ている，「長方形断面置換」と修正荒川 Mean 式

の組み合わせ方法による計算値とほぼ同じ精度

で実験耐力を評価していることが分かる。せん

断耐力の実験値と提案式による計算値との比は

平均値が 1.00 で，標準偏差が 0.182 となってい

る。その統計結果に７体の帯筋なしの試験体を

含めており，それらの試験体を除くと，実験耐 
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(c)  学会指針式＋長方形断面置換 

図－７ 提案式の精度検証 

 

力と計算耐力の比のは平均値が 0.99 で、標準偏

差が 0.143 となっており，提案式の精度がより
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よくなる。 

 

結論 

せん断破壊面における力の釣り合い条件とコ

ンクリートに関する Mohr-Coulomb 型破壊条件

を基にして，鉄筋コンクリート円形断面部材の

終局せん断耐力を直接求めるための設計式を提

案した。本提案式は比較的簡単であるほか，円

形断面を矩形断面に置換することを要しない特

徴を有する。また，既往の実験結果と比較した

結果，本提案式は既往の設計式と同じ精度で実

験耐力を評価できることが明らかになった。 
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